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第４章 障がい福祉サービス等の事業量の見込み 

１．平成２６年度の数値目標 

第３期障がい福祉計画の最終年度となる平成２６年度に向けた数値目標を設定し，この

目標達成に必要なサービスの見込量及び確保の方策を示します。 

 

１ 福祉施設入所者の地域生活への移行 

第１期計画基準日（平成１７年１０月１日）時点における施設入所者のうち，自立訓練

等を利用し，平成２６年度末までに地域生活へ移行している人の数値目標を設定します。 

国の指針では，平成２６年度末時点で，平成１７年１０月１日時点の施設入所者の３割

以上が地域生活へ移行すること，施設入所者の１割以上の削減を基本に，地域の実情に応

じて目標を設定することとなっています。 

前計画では，平成１７年１０月１日現在の施設入所者のうち，平成２３年度末までに地

域生活に移行する者の数値目標を１３人としていました。平成２３年１０月１日までの地

域生活移行者数は２１人で，平成２３年度末までの目標値に対する達成率は１６１％とな

っています。 

家族の高齢化や住居等の関係から，地域移行が進みづらい傾向にありますが，今後年間

２人ずつの退所者と１人ずつの新規入所者を見込み，平成２６年度の入所者を７３人と設

定しました。本市では，福祉施設から地域生活への移行を支援するため，希望する福祉施

設入所者に対し地域生活のためのサービスを提供します。 

 

【数値目標の設定】 

数値目標１：福祉施設入所者の地域生活への移行 

基礎数値 平成１７年１０月１日現在の施設入所者数 ９２人 

平成２３年１０月１日現在の施設入所者数 ７７人 
実 績 

平成２３年１０月１日までの地域生活移行者数 ２１人 

平成２６年度末の入所型施設入所者数※１ ７３人 

平成２６年度末までの削減数※２ １９人 
見込みと 

目標値 

平成２６年度末までの地域生活移行者数※３ ２５人 

※１ 平成２６年度末の入所型施設入所者数は，現在の施設入所者数から同年度末までの削減数を差し引いた数

に退院可能な精神障がい者
※

の訓練系入所者を加算しています。 

※２ 平成２６年度末までの削減数は，平成２６年度末までの地域生活移行者数から新規利用による入所型施設入

所者数を差し引いた数となります。 

※３ 地域生活移行者数とは，入所施設の入所者が施設を退所し，生活の拠点をグループホーム
※

，ケアホーム
※

，福祉ホーム，一般住宅へ移行した者の数とします。 
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２ 福祉施設から一般就労への移行 

福祉施設の利用者のうち，就労移行支援事業等を通じて，平成２６年度中に一般就労に

移行する人の数値目標を設定します。 

前計画では，平成２３年度における障がい者の福祉施設利用者のうち，就労移行支援事

業等を通じて，同年度中に一般就労に移行する者の数値目標を１５人と設定していました

が，平成２３年度において１０月１日現在までに一般就労に移行した障がい者はいません。

第３期計画の目標の設定に当たっては，国の指針を踏まえると平成２６年度の年間一般就

労移行者数は４人以上の設定となりますが，障がい者千人雇用を目指し，第２期計画の目

標数値の１５人を見込みます。 

 

【数値目標の設定】 

数値目標２：福祉施設から一般就労への移行 

基礎数値 平成１７年度の年間一般就労移行者数 ０人 

２期目標 平成２３年１０月１日までの一般就労移行者数 １５人 

実 績 平成２３年１０月１日までの一般就労移行者数 ０人 

目標値 平成２６年度の年間一般就労移行者数 １５人 

 

３ 就労移行支援事業の利用者数  

平成２６年度末における福祉施設の利用者数のうち，就労移行支援事業の利用者数の数

値目標を設定します。 

本市における平成２３年１０月１日現在の福祉施設利用者１５６人のうち就労移行支援

事業の利用者は１２人となっています。 

目標の設定に当たっては，国の指針を基本として実績及び地域の実情を踏まえた上で設

定しています。 

 

【数値目標の設定】 

数値目標３：就労移行支援事業の利用者数 

平成２３年１０月１日現在の福祉施設利用者数※ １５６人 

実 績 

平成２３年１０月１日現在の就労移行支援事業利用者数 １２人 

平成２６年度末の福祉施設利用者数 ３９７人 見込みと 

目標値 
平成２６年度末の就労移行支援事業利用者数 ４１人 

※ 福祉施設利用者数とは，生活介護，自立訓練（機能訓練／生活訓練），就労移行支援，就労継続支援（Ａ型），

就労継続支援（Ｂ型）のいずれかを利用している人数を指します。 



第４章 障がい福祉サービス等の事業量の見込み 

 
59 

 

４ 就労継続支援（Ａ型）事業の利用者の割合 

平成２６年度末における就労継続支援事業の利用者のうち，就労継続支援（Ａ型）事業

の利用者割合の数値目標を設定します。 

目標の設定に当たっては，国の指針を踏まえた上で，障がい者千人雇用を目指した数値

を設定しています。 

 

【数値目標の設定】 

数値目標４：就労継続支援（Ａ型）事業の利用者の割合 

平成２３年１０月１日現在の就労継続支援（Ａ型）事業
の利用者数 

１７人 

実 績 
平成２３年１０月１日現在の就労継続支援（Ｂ型）事業
の利用者数 

４９人 

平成２６年度末の就労継続支援（Ａ型）事業の利用者数 ８５人 見込みと

目標値 
平成２６年度末の就労継続支援（Ｂ型）事業の利用者数 １６０人 

平成２６年度末の就労継続支援（Ａ型＋Ｂ型）事業の 
利用者数 

２４５人 
見込みと

目標値 平成２６年度末の就労継続支援（Ａ型）事業の利用者の
就労継続支援（Ａ型＋Ｂ型）事業利用者数に占める割合 

３４.７％ 
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２．事業量の見込み 

第２期計画期間中のサービス利用実績と今後の事業所の事業展開意向等を踏まえ，第３

期における各種サービス事業量を見込みました。 

就労移行支援，就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）については，国の指針を踏まえた上で障が

い者千人雇用を目指した数値を設定しています。 

 

１ 障がい福祉サービス等の事業量見込み 

 

１ 訪問系サービス 

 

① 居宅介護 

居宅介護の支給が必要と判断された障がいのある人の家庭に対してヘルパーを派遣

し，入浴・排せつ・食事等の身体介護，洗濯・掃除等の家事援助を行うサービスです。 

 

第２期（実績） 第３期（見込み） 
区 分 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

利用者数 
（人／月） 

３９ ３８ ４９ ５５ ６０ ６５

利用時間 
（時間／月） 

７２４.０ ６９１.５ ８４２.５ １,０４５.０ １,１４０.０ １,２３５.０

※平成２３年度の実績は平成２３年９月実績 

 

② 重度訪問介護 

重度の肢体不自由者で常時介護を要する障がいのある人に対してヘルパーを派遣し，

入浴・排せつ・食事等の介護，外出時における移動中の介護を行うサービスです。 

 

第２期（実績） 第３期（見込み） 
区 分 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

利用者数 
（人／月） 

１ １ ０ １ ２ ３

利用時間 
（時間／月） 

２１.０ ４４.８ ０ ６０ １２０ １８０

※平成２３年度の実績は平成２３年９月実績 



第４章 障がい福祉サービス等の事業量の見込み 

 
61 

 

③ 同行援護（新設） 

視覚障がいにより，移動に著しい困難を有する障がい者等につき，外出時において，

当該障がい者等に同行し，移動に必要な情報を提供するとともに，移動の援護，排泄・

食事等の介護その他外出する際に必要となる援助を行うサービスです。 
 

第２期（実績） 第３期（見込み） 
区 分 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

利用者数 
（人／月） 

－ － － １２ １４ １６

利用時間 
（時間／月） 

－ － － １２０ １４０ １６０

※平成２３年度の実績は平成２３年９月実績 

 

④ 行動援護 

知的障がい，精神障がいによって行動上著しい困難があり，常時介護を要する障がい

のある人に対してヘルパーを派遣し，行動する際に生じ得る危険を回避するための援護

や外出時における移動中の介護を行うサービスです。 
 

第２期（実績） 第３期（見込み） 
区 分 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

利用者数 
（人／月） 

０ ０ ０ ２ ３ ４

利用時間 
（時間／月） 

０ ０ ０ ２０ ３０ ４０

※平成２３年度の実績は平成２３年９月実績 

 

⑤ 重度障がい者等包括支援 

意思の疎通に著しい困難を伴う重度障がいのある人に対して居宅介護をはじめとする

複数のサービスを包括的に行うサービスです。 
 

第２期（実績） 第３期（見込み） 
区 分 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

利用者数 
（人／月） 

０ ０ ０ １ １ １

利用時間 
（時間／月） 

０ ０ ０ ４ ４ ４

※平成２３年度の実績は平成２３年９月実績 
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（①～⑤合計） 

第２期（実績） 第３期（見込み） 
区 分 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

利用者数 
（人／月） 

４０ ３９ ４９ ７１ ８０ ８９

利用時間 
（時間／月） 

７４５.０ ７３６.３ ８４２.５ １,２４９.０ １,４３４.０ １,６１９.０

※サービス見込量の単位 人／月：１か月当たりの利用人数，時間／月：１か月当たりの利用時間（時間＝人×一人当

たり平均利用時間），人日／月：１か月当たりの利用日数（人日＝人×一人当たり平均利用日数） 

※平成２３年度の実績は平成２３年９月実績 

 

◆ 利用状況及び第３期計画における見込量設定の考え方 

①居宅介護については，平成２１年度から２３年度の利用実績から見込量を推計しました。計

画相談支援により利用者が増えることを考慮しました。 

②重度訪問介護については，平成２３年９月の実績は０人ですが，平成２１年度から２３年度

の利用実績から，平成２４年度からは年間１名ずつの増加を見込みました。 

③同行援護については，視覚障がいのある人の移動支援事業の実績をもとに，利用増加を考慮

して推計しました。 

④行動援護については，地域生活支援事業である移動支援事業を代替として利用する傾向があ

ります。第３期計画においては，平成２３年９月時点の支給決定者５名の半数の利用を見込

み，年間１名ずつの増加としました。 

⑤重度障害者等包括支援については，現在まで利用者はいませんが，第３期計画においては，

支給量確保の観点から１名の利用を見込みました。 

 

◆ 見込量を確保するための方策 

○個々の障がい者にふさわしいサービス提供事業者を選ぶことのできるように情報提供を行う

とともに，多様な事業者の参入を促進します。 

○必要としている障がい者に十分なアプローチができていない面もあると考えられるため，相

談支援事業の強化を行う必要があります。 
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２ 日中活動系サービス 

 

① 生活介護 

常時介護が必要である障がい者に対して，昼間，入浴，排せつ，食事の介護などを行

うとともに，創作的活動又は生産活動の機会を提供するサービスです。 

 

第２期（実績） 第３期（見込み） 
区 分 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

利用者数 
（人／月） 

４４ ６５ ７７ ９７ １０２ １０７

利用時間 
（人日／月） 

７８７ １,１５２ １,４５５ １,７４６ １,８３６ １,９２６

※平成２３年度の実績は平成２３年９月実績 

 

◆ 利用状況及び第３期計画における見込量設定の考え方 

旧体系施設（入通所授産施設，入通所更生施設等）の新体系への移行に伴い，利用実績が増

加しています。平成２４年度は，新規事業者の参入を考慮し，利用者数を推計しました。 

 

◆ 見込量を確保するための方策 

○個々の障がい者にあった事業所を選択することができるよう，広く情報提供を行うとともに，

多様な事業者の参入を促進します。 

○利用者の実態把握に努め，施設との連絡調整の強化に努めます。 

 

② 自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

機能訓練は，地域生活を営む上で身体機能・生活能力の維持・向上などのため，支援

が必要な身体障がいのある人を対象に，自立した日常生活又は社会生活ができるよう，

一定期間，身体機能又は生活能力の向上のために必要な訓練を行うサービスです。 

一方，生活訓練は，地域生活を営む上で生活能力の維持・向上等のため，支援が必要

な知的障がい・精神障がいのある人を対象に，自立した日常生活又は社会生活ができる

よう，一定期間，生活能力の向上のために必要な訓練を行うサービスです。 

 
■自立訓練（機能訓練） 

第２期（実績） 第３期（見込み） 
区 分 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

利用者数 
（人／月） 

０ ０ ０ １ １ １

利用時間 
（人日／月） 

０ ０ ０ ２２ ２２ ２２

※平成２３年度の実績は平成２３年９月実績 
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■自立訓練（生活訓練） 

第２期（実績） 第３期（見込み） 
区 分 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

利用者数 
（人／月） 

１ ２ １ １ ２ ３

利用時間 
（人日／月） 

２１ ３９ ２１ ２２ ４４ ６６

※平成２３年度の実績は平成２３年９月実績 

 

◆ 利用状況及び第３期計画における見込量設定の考え方 

機能訓練については，県下に１事業所のみのため，利用実績がありません。生活訓練につい

ても１名の利用があるのみです。 

生活訓練については，平均して１～２名の利用であるため，毎年１人ずつの増加としました。 

 

◆ 見込量を確保するための方策 

○今後，サービス提供事業者の動向に注意するとともに，利用者のニーズに合った施設の情報

収集に努め，利用調整を進めます。 

 

③ 就労移行支援 

一般企業への就労を希望し，知識・能力の向上，職場開拓を通じ，一般企業への雇用

又は在宅就労等が見込まれる人に，一定期間，就労に必要な知識及び能力を修得するた

めの訓練を行うサービスです。 

 

第２期（実績） 第３期（見込み） 
区 分 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

利用者数 
（人／月） 

１２ ８ １２ ２１ ３１ ４１

利用時間 
（人日／月） 

２０２ １４０ ２４５ ４４１ ６５１ ８６１

※平成２３年度の実績は平成２３年９月実績 

 

◆ 利用状況及び第３期計画における見込量設定の考え方 

移行支援事業所自体が少ないため，利用者は伸びていませんが，障がい者千人雇用を目指し

て，一般就労を進めていくため，年間１０人の利用増を見込みます。 

 

◆ 見込量を確保するための方策 

○就労移行支援は，一般就労を進める上からも重要な役割を担うサービスと考えられるため，

関係機関との連携を密にし，サービスの強化に努める必要があります。 

○一般就労を希望する人には，「障がい者就業・生活支援センター」「相談支援センターゆう
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ゆう」「就労支援ルーム」等の関係機関との連携を図り，職場開拓や就労準備，職場定着な

どの就労支援と就労に伴う生活面の支援を一体的に行います。 

 

④ 就労継続支援（Ａ型） 

就労に必要な知識・能力の向上を図ることによって雇用契約に基づく就労が可能と見

込まれる人に，雇用に基づく就労機会の提供や一般雇用に必要な知識及び能力を修得す

るための訓練を行うサービスです。 

 

第２期（実績） 第３期（見込み） 
区 分 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

利用者数 
（人／月） 

６ １１ １７ ３７ ６０ ８５

利用時間 
（人日／月） 

１２３ ２１８ ３７４ ７７７ １,２６０ １,７８５

※平成２３年度の実績は平成２３年９月実績 

 

◆ 利用状況及び第３期計画における見込量設定の考え方 

平成２３年度に初めて市内に就労継続支援（Ａ型）事業所ができ，今後も事業所の増加が見

込まれます。 

障がい者千人雇用を目指して就労を進めていくため，年２５人程度の利用増を見込みます。 

第３期計画における平成２６年度の見込量については，就労継続支援の利用者（Ａ型＋Ｂ型）

のうち，３割以上がＡ型を利用するものとして増加を見込みます。 

 

◆ 見込量を確保するための方策 

○就労継続支援（Ａ型）は，一般就労を進める上からも重要な役割を担うサービスと考えられ

るため，関係機関との連携を密にし，サービスの強化に努める必要があります。 

○利用を希望する人には，「障がい者就業・生活支援センター」「相談支援センターゆうゆう」

「就労支援ルーム」等の関係機関との連携を図り，職場開拓や就労準備，職場定着などの就

労支援と就労に伴う生活面の支援を一体的に行います。 
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⑤ 就労継続支援（Ｂ型） 

年齢や体力の面で雇用されることや就労移行支援及び就労継続支援Ａ型を利用するこ

とが困難な人や，就労移行支援事業を利用したが一般企業への雇用に結びつかなかった

人，５０歳に達している人などに一定の賃金水準に基づく就労の場を提供するとともに

雇用形態への移行に必要な知識及び能力を修得するための訓練を行うサービスです。 

 

第２期（実績） 第３期（見込み） 
区 分 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

利用者数 
（人／月） 

２９ ３６ ４９ １００ １２５ １６０

利用時間 
（人日／月） 

４６８ ６０６ ９０４ １,８００ ２,２５０ ２,８８０

※平成２３年度の実績は平成２３年９月実績 

 

◆ 利用状況及び第３期計画における見込量設定の考え方 

平成２３年度に新規事業所が開設し，平成２４年度にも，旧体系施設（入通所授産施設）の

新体系への移行と新規事業所の開設が予定されているなど，利用実績が増加していくものと考

えられます。 

第３期計画における平成２６年度の見込量については，障がい者千人雇用を目指して年間２５

人から３５人程度の増加を見込みます。 

 

◆ 見込量を確保するための方策 

○障がい者にとって，適切なサービスを利用することができるよう，事業者や特別支援学校等

との連携を強化するとともに，利用者や家族の意向を適切に把握する必要があります。 

○工賃の増加を図る方策を施設事業者とともに考えていく必要があります。 

○利用を希望する人には，「障がい者就業・生活支援センター」「相談支援センターゆうゆう」

等の関係機関との連携を図り，情報提供を含めた必要な支援を行います。 

 

⑥ 療養介護 

医療と常時の介護を必要とする人に，主として昼間に医療機関で機能訓練，療養上の

管理，看護，医学的管理の下での介護及び日常生活の世話を行うサービスです。 

 

第２期（実績） 第３期（見込み） 
区 分 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

利用者数 
（人／月） 

３ ３ ３ ３ ３ ４

※平成２３年度の実績は平成２３年９月実績 
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◆ 利用状況及び第３期計画における見込量設定の考え方 

平成２３年度は３名の利用があり，今後の増加は３年間に１人と見込みます。 

 

◆ 見込量を確保するための方策 

○予算を確保し，サービスを必要とする場合に対応できるよう努めます。 
 

⑦ 短期入所 

居宅で介助（介護）する人が病気などの理由により，障がい者支援施設やその他の施

設へ短期間の入所を必要とする障がいのある人に対して，短期間，夜間も含め施設で入

浴，排せつ，食事の介護等を行うサービスです。 

 

第２期（実績） 第３期（見込み） 
区 分 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

利用者数 
（人／月） 

３ １１ １１ １４ １７ ２０

利用時間 
（人日／月） 

２６ ７４ ６０ ９８ １１９ １４０

※平成２３年度の実績は平成２３年９月実績 

 

◆ 利用状況及び第３期計画における見込量設定の考え方 

平成２３年９月現在の支給決定者数は９０名です。利用に備え，見込量を確保する必要があ

りますが，利用実績から１年に３人の増加を見込みました。 

 

◆ 見込量を確保するための方策 

○短期入所については，急を要する利用や事情により支給決定量を上回る利用も想定されるた

め，真に必要な際には適切な対応を行います。 

 

３ 居住系サービス 

 

① 共同生活援助・共同生活介護 

共同生活援助は，就労又は自立訓練，就労移行支援等を受けている知的障がい者※・精

神障がい者※を対象として，事業者と賃貸契約を結んだ利用者に対し，共同生活の場にお

いて相談や食事提供その他の日常生活上の世話を行うサービスです。 

一方，共同生活介護は，介護を要する知的障がい者※・精神障がい者※を対象として，

事業者と賃貸契約を結んだ利用者に対し，共同生活の場において入浴，排せつ，食事等

の介護を行うサービスです。 
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第２期（実績） 第３期（見込み） 
区 分 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

利用者数 
（人／月） 

２６ ２８ ３０ ３０ ４０ ５０

※平成２３年度の実績は平成２３年９月実績 

 

◆ 利用状況及び第３期計画における見込量設定の考え方 

共同生活援助・共同生活介護については，施設設置が進んでいませんが，障がい者千人雇用

施策の一部として，施設設置及び利用者の拡大を図ることを前提に，３年間で２０人の伸びと

します。 

 

◆ 見込量を確保するための方策 

○障がいの程度に応じて，援助を受けながら地域で生活できる共同生活援助（グループホーム
※），共同生活介護（ケアホーム※）の整備を推進するために，情報提供や相談など，事業者

へ必要な支援を行います。 

 

② 施設入所支援 

自立訓練もしくは就労移行支援の対象者のうち，単身での生活が困難な人，地域の社

会資源などの状況により通所することが困難な人又は生活介護の対象となっている障が

いのある人に対して夜間や休日に入浴，排せつ，食事の介護などを行うサービスです。 

 

第２期（実績） 第３期（見込み） 
区 分 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

利用者数 
（人／月） 

３８ ５２ ５６ ７５ ７４ ７３

※平成２３年度の実績は平成２３年９月実績 

 

◆ 利用状況及び第３期計画における見込量設定の考え方 

平成２４年度には，市内の旧体系の入所サービス事業者が新体系へ移行するため，移行予定

人数を２０人としました。退所者を年２人，新規利用者は年１人増を見込んでいます。 

 

◆ 見込量を確保するための方策 

○地域で自立した生活が困難な利用者の意向を尊重し，必要なサービスが受けられるよう，事

業者との連絡調整を行います。 

○入所を必要とする障がい者やその家族に，入所施設に関する情報提供や施設入所利用調整に

関する支援を行います。 
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４ 相談支援 

 

① 計画相談支援 

障がいのある人又はその保護者が，対象となる障がい福祉サービスを適切に利用でき

るよう，支給決定を受けた障がいのある人の心身の状況やおかれている環境，障がい福

祉サービスの利用に関する意向，その他の事情などを勘案し，サービス利用計画を作成

するサービスです。平成２３年度までは，支給開始決定を受けた後にサービス利用計画

を作成することになっていましたが，平成２４年度からの支給決定プロセスの見直しに

より，支給決定の参考資料としてサービス等利用計画の作成が求められることになりま

した。 

 

第２期（実績） 第３期（見込み） 
区 分 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

利用者数 
（人／月） 

０ ０ ０ ３５ ６１ ７８

※平成２３年度の実績は平成２３年９月実績 

 

② 地域移行支援（新設） 

障がい者支援施設等に入所している障がい者又は精神科病院に入院している精神障が

い者※に対し，住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に関する相談

その他の便宜を供与するサービスです。 

 

第２期（実績） 第３期（見込み） 
区 分 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

利用者数 
（人／月） 

－ － － ４ ４ ４

※平成２３年度の実績は平成２３年９月実績 

③ 地域定着支援（新設） 

施設・病院からの退所・退院，家族との同居から一人暮らしに移行した障がい者，地

域生活が不安定な障がい者等に対し，常時の連絡体制を確保し，障がいの特性に起因し

て生じた緊急の事態等に相談その他の便宜を供与するサービスです。 

 

第２期（実績） 第３期（見込み） 
区 分 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

利用者数 
（人／月） 

－ － － ５ ８ ８

※平成２３年度の実績は平成２３年９月実績 
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◆ 利用状況及び第３期計画における見込量設定の考え方 

本市においては，現在サービス利用計画の対象者がいませんが，全国的にも利用が少ない傾

向にあります。 

平成２４年度から従来のサービス利用計画の対象者の範囲を今後３年間で段階的に拡大し，

障がい福祉サービス利用者全員が対象となります。そのニーズに対応していくためには,相談事

業者を確保する必要があります。 

本計画においては，新たな相談支援の枠組みや，見込量に対する国の考え方を踏まえて,これ

らの必要量を見込みました。 

 

◆ 見込量を確保するための方策 

○利用者本位のケアマネジメントが展開できるよう，総社市地域自立支援協議会を核として指

定相談支援事業者，サービス提供事業者，関係機関などとの連携・協力を進め，相談支援体

制の強化に取り組みます。 

○２４時間体制の相談支援について検討する必要があります。 

○サービス利用計画の対象者の拡大により，ニーズの増大が見込まれるため，サービス事業者

に対し参入を促し，事業者の確保に努めます。 
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２ 地域生活支援事業の事業量見込み 

本市では，障がい者が自立した日常生活，社会生活を営むことができるように，障害者

自立支援法に基づく地域生活支援事業を実施しています。 

各事業の実績と今後の見込みは以下のとおりです。 

 

１ 相談支援事業 

 

障がいのある人や介助者（介護者）等からの相談に応じ，必要な情報の提供及び助言，

障がい福祉サービスの利用支援等を行うとともに，虐待の防止やその早期発見のための

関係機関との連絡調整，障がいのある人等の権利擁護のために必要な援助を行うサービ

スです。 

 

第２期（実績） 
区   分 

平成 
２１年度 

平成 
２２年度 

平成 
２３年度 

（か所） １ １ １ 

障害者相談支援事業 

（件/年） １,７９６ ３,０１０ １,２１１ 

相
談 
支
援 
事
業 地域自立支援協議会 （か所) １ １ １ 

※平成２３年度の実績は平成２３年９月末までの実績 

 

第３期（見込み） 
区   分 

平成 
２４年度 

平成 
２５年度 

平成 
２６年度 

障害者相談支援事業 実施箇所数 １ １ １ 

地域自立支援協議会 実施の有無 有 有 有 

相
談 
支
援 
事
業 成年後見制度※利用支援事業 実施の有無 有 有 有 
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◆ 利用状況及び第３期計画における見込量設定の考え方 

現在，障害者相談支援事業については，社会福祉法人総社市社会福祉協議会に委託し，「相

談支援センターゆうゆう」において実施していますが，新たな相談支援の創設に伴い，相談対

象者の増大に向けて,相談支援の事業者を確保していく必要があります。また，相談支援事業所

の増加に伴い，地域の相談支援の拠点として「基幹相談支援センター」の設置を検討します。 

権利擁護については，「障害者虐待防止法」に基づく「市町村障害者虐待防止センター」の

設置を検討します。 

地域自立支援協議会については，社会福祉法人総社市社会福祉協議会を中心に当事者団体・

家族会，障がい者施設・サービス提供事業者，民生委員※・児童委員，行政機関，教育関係機関

等の代表者により平成１８年度に設置され，現在は，７つの部会等で定期的に協議を行ってい

ます。 

成年後見制度※利用支援事業(市長による審判請求，低所得者の利用助成)については，平成２０

年度から実施していますが，平成２２年度に，市長による審判請求が２件ありました。 

 

◆ 見込量を確保するための方策 

○相談支援事業については，利用者が必要なサービスを適切に受けることができるよう，更に

充実，強化していく必要があります。今後は，障がい福祉サービスの対象者全員にサービス

利用計画を策定するため，それぞれの障がい者や障がい児のライフステージに応じたケアマ

ネジメントを行い，より専門的な相談支援の実施を図る体制づくりが求められます。 

○相談しやすい窓口づくり，訪問調査の充実，包括的な支援の強化，関係機関の連携強化等に

取り組みます。 

○地域自立支援協議会では，障がい福祉の課題の協議や個別の相談ケースの検討をしています

が，今後も地域の障がい福祉を推進する中核的な役割を果たす機関として，新たにサービス

利用計画等の質の向上を図るための体制づくりや地域移行のネットワークの強化が必要とな

ります。 

 

※ 総社市地域自立支援協議会の概要 

○協議会で協議する内容 

(１)相談支援事業所の運営評価に関する事項 

(２)困難事例への対応の調整に関する事項 

(３)地域の関係機関によるネットワーク構築等に関する事項 

(４)地域の社会資源の開発及び改善に関する事項 

(５)その他，事業を推進するために必要とされる事項 

○部会等（平成２３年１２月現在） 

(１)こどもに寄り添う部会 

(２)就労を考える部会 

(３)くらしを支える部会 

(４)住まいを考える部会 

(５)精神障がい者※地域移行支援会議 

(６)障がい者理解啓発パンフレット作成プロジェクトチーム 
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２ コミュニケーション支援事業 

 

聴覚・言語機能に障がいのある人に対して手話通訳者を派遣する事業や要約筆記奉仕

員を派遣する事業，また，手話通訳者を設置する事業を通じて，意思疎通の仲介等のコ

ミュニケーション支援を行うサービスです。 

 

第２期（実績） 第３期（見込み） 
区   分 

平成 
２１年度

平成 
２２年度

平成 
２３年度

平成 
２４年度 

平成 
２５年度

平成 
２６年度

手話通訳者 
設置事業 

実設置者 

（人/年） 
１ １ １ １ １ １

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 
支援事業 手話通訳者等 

派遣事業 
実利用件数

（件/年） 
４００ ５０２ １７９ ３１０ ３１０ ３１０

※平成２３年度の実績は平成２３年９月末までの実績 

 

◆ 利用状況及び第３期計画における見込量設定の考え方 

コミュニケーション支援事業については，市福祉課に手話通訳者（市嘱託員）１名を配置し，

窓口対応や各種会議への出席等に従事しているほか，手話サークルとの連絡調整など事業の中

心となっています。 

手話奉仕員の派遣事業については，社会福祉法人総社市社会福祉協議会に委託し，養成講座

修了後登録していただいた手話奉仕員（平成２３年度登録者２０名）を利用者からの要請で派

遣していますが，平成２２年度実績では年間延べ９件でした。 

手話通訳者（平成２３年度登録者６名）の派遣については，市民会館などで行われた講演や

大会などでの手話通訳等，平成２２年度年間延べ７６件の利用がありました。 

また，要約筆記者（平成２３年度登録者１６名）についても，ボランティアサークルの協力

で派遣要請に応じています。平成２１年度から平成２３年度までは，高等学校における要約筆

記の派遣を行ったため，派遣件数が増加していますが，平成２４年度以降は年間１０件程度を

見込みます。 

 

◆ 見込量を確保するための方策 

○手話通訳者（市嘱託員）については，引き続き１名を市に配置するとともに，障がい福祉サ

ービス申請等の相談にも対応できるよう充実を図ります。 

○手話奉仕員，手話通訳者の派遣事業については，社会福祉法人総社市社会福祉協議会に委託

するとともに，要約筆記や手話のボランティアサークル活動についても，福祉ボランティア

団体への助成事業を通して支援します。 
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３ 日常生活用具給付事業 

 

日常生活を営むことに支障がある障がい者等に対し，日常生活上の便宜を図るため，

自立生活支援用具等の日常生活用具を給付するサービスです。 

 

第２期（実績） 第３期（見込み） 
区   分 

平成 
２１年度

平成 
２２年度

平成 
２３年度

平成 
２４年度 

平成 
２５年度 

平成 
２６年度

介護・訓練支援用具 （件/年） ４ ３ ０ ６ ６ ６

自立生活支援用具 （件/年） １８ ２５ ２５ ２５ ２５ ２５

在宅療養等支援用具 （件/年） ７ ８ ４ １０ １０ １０

情報・意思疎通支援用具 （件/年） ６ ５ ９ １０ １０ １０

排泄管理支援用具 （件/年） １,２２４ １,３４８ １,４９３ １,６００ １,７００ １,８００

住宅改修費 （件/年） ３ ４ ４ ５ ５ ５

※平成２３年度の実績は平成２３年１１月末までの給付決定件数 

 

◆ 利用状況及び第３期計画における見込量設定の考え方 

人工肛門患者のためのストーマ装具や脳原性運動機能障がいで意思表示が困難な障がい児の

ための紙おむつなど排泄管理支援用具の給付は，年々増加傾向にあります。その他の日常生活

用具については，概ね第２期計画の見込み範囲内となっています。このため，第３期計画にお

ける平成２６年度の見込量については，排泄管理支援用具を年間１００件増とします。 

 

◆ 見込量を確保するための方策 

○日常生活用具の給付内容については，従来の国の支給基準に準じて定めていますが，今後，

必要に応じて新たな用具を追加するなど見直しも検討します。 

○利用者の増大に合わせて，必要な予算の確保に努めます。 
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４ 移動支援事業 

 

屋外の移動が困難な障がいのある人になどに対して，社会参加や余暇支援を促進する

ためにヘルパーを派遣し，外出の際の移動を支援するサービスです。 

 

第２期（実績） 第３期（見込み） 
区   分 

平成 
２１年度

平成 
２２年度

平成 
２３年度

平成 
２４年度 

平成 
２５年度 

平成 
２６年度

（か所） １６ ２０ １９ １９ ２０ ２１

（人/月） ２７ ２４ ３０ ３２ ３４ ３６移動支援事業 

（時間/月） ２２１ ２１５ ２６０ ２９０ ３１０ ３３０

※１ヶ月当たりの実利用人数（人／月）を記載しています。 

※平成２３年度の実績は平成２３年９月実績 

 

 

◆ 利用状況及び第３期計画における見込量設定の考え方 

移動支援事業については，個別の移動支援（個別支援型）として実施しており，平成２３年

１０月末現在で１４７人の利用決定者がいます。 

地域で自立した生活に必要不可欠な移動支援サービスに対するニーズは，年々高まっていま

す。 

従来の移動支援内容以外（児童の余暇活動等）の利用については，対象範囲（利用内容，対象

年齢等）の拡大の要望も多いので，支給内容を慎重に検討する必要があります。 

 

◆ 見込量を確保するための方策 

○移動支援事業については，利用目的を社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等の社会参

加のための外出としていますが，利用者の意見を聞きながら，対象範囲（利用内容，対象年

齢等）を検討していく必要があります。 

○利用者の便宜を図るため，事業の実施を委託している市内外の事業者についての情報を収集，

提供する必要もあります。 

○現在は，個別支援のみ行っていますが，グループ支援型については，安全面や人材の確保の

点などからサービス提供者と協議の上，今後の実施の可能性を見極めます。 
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５ 地域活動支援センター事業 

 

利用者に対して，創作活動又は生産活動の機会の提供，社会との交流の促進等の支援

を行うサービスです。地域活動支援センターⅠ型は，相談事業を実施することや専門職

員を配置することにより，医療・福祉及び地域の社会基盤との連携強化のための調整，

地域住民ボランティア育成，障がいに対する理解促進を図るための普及啓発等の事業を

実施します。地域活動支援センターⅡ型は，地域において雇用・就労が困難な在宅障が

い者(児)に対し，機能訓練・社会適応訓練・入浴等のサービスを実施します。地域活動

支援センターⅢ型は，地域の障がい者のための援護対策として地域の障がい者団体等が

実施する通所による援護事業を実施します。 

 

第２期（実績） 
区   分 

平成 
２１年度 

平成 
２２年度 

平成 
２３年度 

（か所） １ １ １

地域活動支援センターⅠ型 

（人日/月） １４６ １４５ １６５

（か所） １ １ １

地域活動支援センターⅡ型 

（人日/月） １６８ １６１ １５７

（か所） ２ ２ ２

地域活動支援センターⅢ型 

（人日/月） ４７９ ５３０ ４４４

※平成２３年度の実績は平成２３年９月実績 

 

第３期（見込み） 
区   分 

平成 
２４年度 

平成 
２５年度 

平成 
２６年度 

実施箇所数（か所） １ １ １

地域活動支援センターⅠ型 

実利用者数（人/月） ２０ ２０ ２０

実施箇所数（か所） １ １ １

地域活動支援センターⅡ型 

実利用者数（人/月） １５ １５ １５

実施箇所数（か所） ２ ２ ２

地域活動支援センターⅢ型 

実利用者数（人/月） ５０ ５０ ５０
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◆ 利用状況及び第３期計画における見込量設定の考え方 

市内には，Ⅰ型が１ヶ所，Ⅱ型が１ヶ所，Ⅲ型が２ヶ所で地域活動支援センター事業を行っ

ています。利用者数は目標に比べ少ないため，今後は利用者を増やすために，事業内容の検討

が必要です。第３期においても，第２期計画と同様の目標値とします。 

 

◆ 見込量を確保するための方策 

○地域活動支援センター事業については，障がい者の日中活動の場として，各市町村とも柔軟

な取り組みが期待されるものです。 

○地域活動支援センターⅡ型事業については，活動支援センター事業として，さらに特色のあ

る事業内容を委託事業者とともに考えていく必要があります。 

○地域活動支援センターⅢ型事業である「あゆみの会共同作業所」については，障がい福祉サ

ービス事業への移行のステップとして，精神に障がいがある人が主に利用しています。今後

病院からの退 院促進を強化していく上からも，重要な役割を果たしていくことが期待され

ます。 

○安定した事業運営を図るため，引き続き委託事業として実施していきます。 

 

６ 生活支援事業 

 

日常生活上必要な訓練・指導をはじめ，本人活動支援，精神障がい者※及びその家族等

の団体が行う社会復帰に関する情報提供や，精神障がい者※に対するボランティア活動へ

の支援などを行い，生活の質的向上を図り，社会復帰を促進していきます。 

 

第２期（実績） 第３期（見込み） 
区   分 

平成 
２１年度

平成 
２２年度

平成 
２３年度

平成 
２４年度 

平成 
２５年度 

平成 
２６年度

（人/月） １ １ １ １ １ １生活支援事業 
(福祉機器リサイクル事
業) （回/月） ６ ６ ６ ６ ６ ６

※平成２３年度の実績は年間見込 

 

◆ 利用状況及び第３期計画における見込量設定の考え方 

福祉機器リサイクル事業は，家庭等で不要となった介護用品を引き取り，修理及びリメイク

した後，必要とする利用者に無料で貸し出しするものです。社会福祉法人総社市社会福祉協議

会に委託し，実施していますが，介護用ベッドや車いす等，年間６件程度の実績があり，今後

も毎年度同件数程度が見込まれます。 

 

◆ 見込量を確保するための方策 

○今後も事業を継続しますが，事業内容の広報等情報提供を行っていく必要があります。 
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７ 日中一時支援事業 

 

障がい者等の日中における活動の場を確保し，障がい者等の家族の就労支援及び障が

い者等を日常的に介護している家族の一時的な休息のため，日中の一時預かりを行う事

業を実施します。 
 

第２期（実績） 第３期（見込み） 
区   分 

平成 
２１年度

平成 
２２年度

平成 
２３年度

平成 
２４年度 

平成 
２５年度 

平成 
２６年度

（か所） ２２ ２３ ２３ ２６ ２７ ２８

日中一時支援事業 

（日人/月） ４１０ ４３５ ５１５ ５５０ ５８５ ６２０

※平成２３年度の実績は平成２３年９月実績 

 

◆ 利用状況及び第３期計画における見込量設定の考え方 

日中一時支援事業については，平成２３年１０月末現在で１８６人の利用決定者がいますが，

平成２３年４月から１０月までの月平均の実利用者は７３人です。 

児童の利用が増加しており，今後も伸びることが予測されるため年間延べ３５人増とします。 

 

◆ 見込量を確保するための方策 

○障がい児については，日中一時支援事業と放課後デイサービス事業との役割分担を明確にし，

利用者の目的に応じた適切な支給決定が必要です。 

○利用者の便宜を図るため，事業の実施を委託している市内外の事業者についての情報を収集，

提供する必要もあります。 
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８ 社会参加促進事業 

 

スポーツ・レクリエーション活動を通じて，障がい者の体力増進や交流，障がい者ス

ポーツを普及するために教室などを開催することをはじめ，文字による情報入手が困難

な障がい者のために点訳や音訳により，市の広報を定期的に提供します。また，手話等

の奉仕員の養成や自動車運転免許の取得・改造にかかる費用の一部の助成など，障がい

者への支援により，社会参加を促進していきます。 
 

第２期（実績） 第３期（見込み） 
区   分 

平成 
２１年度

平成 
２２年度

平成 
２３年度

平成 
２４年度 

平成 
２５年度 

平成 
２６年度

（回） １ １ １ １ １ １
スポーツ・レクリエーション
教室開催等事業 

（人/年） ５０ ４０ ４０ ５０ ５０ ５０

（種類） ２ ２ ２ ２ ２ ２
点字・声の広報等発行 
事業 

（回/年） １４４ １５６ １５６ １５６ １５６ １６８

（講座） ２ ３ ２ ２ ２ ３

奉仕員養成研修事業 

（人/年） ２２７ ３７９ ３１４ ２１２ ３６０ ３７９

自動車運転免許取得等 
事業 

（件/年） １ １ １ ３ ３ ３

※平成２３年度の実績は年間見込 

※点字・声の広報発行等事業における年間回数は，のべ発行回数（部数） 

※奉仕員養成研修事業における年間人数は，のべ参加人数 

 

◆ 利用状況及び第３期計画における見込量設定の考え方 

スポーツ・レクリエーション教室開催等事業については，毎年秋に老人クラブ会員の高齢者

と合同で，スポーツ大会を開催しています。 

点字・声の広報等発行事業については，ボランティア団体の協力で，広報紙の点訳版及び録

音版を作成しており，点訳版の利用者が８名，録音版が５名の利用があります。 

奉仕員養成研修事業については，社会福祉法人総社市社会福祉協議会に，手話奉仕員養成講

座（入門及び基礎），要約筆記奉仕員養成講座（隔年），点訳奉仕員養成講座を委託していま

すが，参加希望者がいないなどの理由で，全てを実施できていません。手話奉仕員養成講座に

ついては，平成２４年度は聴覚障がい者の講師が確保できないため，入門講座のみ実施します。 

自動車運転免許取得等事業については，自動車運転免許取得助成及び改造助成を３件ずつ見

込んでいますが，毎年度，自動車改造助成１件のみの利用となっています。 

４事業とも継続実施することとし，第３期計画における見込量については，ほぼ例年どおり

とします。 
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◆ 見込量を確保するための方策 

○スポーツ・レクリエーション教室開催等事業については，現在のスポーツ大会が年１回で参

加者も限られていることから，今後，地域活動支援センターにおける日中活動と関連づけて

実施していくなど内容を検討する必要があります。 

○点字・声の広報等発行事業及び奉仕員養成研修事業については，ボランティアグループの協

力が不可欠なものとなっており，ボランティア活動活発化事業による活動助成やボランティ

ア募集の広報などを通して，活動を支援していくことが必要です。 

○全国的に奉仕員養成講座参加者の減少や講座修了後に奉仕員登録に結びつかない傾向がある

ことや奉仕員の活動の場が少ないことも課題となっています。 

 

９ 訪問入浴サービス事業 

 

在宅で身体の障がいの理由で臥床している重度身体障がいの方に，入浴の機会を提供

し，身体の清潔と健康の維持を図るため，居室内に浴槽等を搬入して入浴サービスを実

施するものです。 
 

第２期（実績） 第３期（見込み） 
区   分 

平成 
２１年度

平成 
２２年度

平成 
２３年度

平成 
２４年度 

平成 
２５年度 

平成 
２６年度

実施箇所数 

（か所） 
１ ２ ２ ２ ３ ３

訪問入浴サービス事業 
実利用者数 

（人／年） 
１ ２ ２ ２ ３ ３

※平成２３年度の実績は平成２３年９月実績 

 

◆ 利用状況及び第３期計画における見込量設定の考え方 

訪問入浴サービス事業については，平成２０年度から実施しています。週１回の利用で，平

成２３年１１月末現在で２名の利用があります。 

第３期計画においては，現在の利用者数をもとに１名増員を見込みます。 

 

◆ 見込量を確保するための方策 

○訪問入浴サービス事業は，介護保険サービスにも同様のサービスがありますが，地域生活支

援事業においても，サービスを必要とする方のために，事業を継続していきます。 
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３ 児童福祉法上のサービス 

従来，障がい児を対象とした施設・事業は，施設系は児童福祉法，事業系は障害者自立

支援法に基づき実施されてきましたが，平成２４年４月からの改正法施行に伴い児童福祉

法に根拠規定が一本化され，障がい種別に分かれていた施設体系については，通所・入所

の利用形態の別により，障がい児通所支援（児童発達支援・医療型児童発達支援・放課後

等デイサービス・保育所等訪問支援）と障がい児入所支援（福祉型・医療型）に一元化さ

れます。 

なお，平成２４年度からは，上記のサービスは障害者自立支援法の対象ではなくなるた

め，障害者自立支援法に基づく第３期障がい福祉計画では数値目標の設定を行いません。

１８歳以上の障がい児施設入所者については，障害者自立支援法の障がい者施策により対

応することとなります。 

児童福祉法上の各サービスの内容は，以下のとおりです。 

 
 

１ 児童発達支援 

 

身近な地域で質の高い支援を必要とする児童が療育※を受けられる場を提供するサー

ビスで，障がいの特性に応じ，日常生活における基本的な動作の指導，知識技能の付与，

集団生活への適応訓練を行うほか，障がい児の家族を対象とした支援や保育所等の障が

い児を預かる施設の援助等にも対応します。 

 

【事業内容】 

○ 障がい児通園施設からの移行及び新たに児童発達支援センター創設 

○ 重症心身障がい児（者）通園事業からの移行 

○ 未就学児が対象 

 

２ 保育所等訪問支援 

 

保育所等を利用中の障がい児，又は今後利用する予定の障がい児が，保育所等におけ

る集団生活の適応のための専門的な支援を必要とする場合に，当該施設を訪問し，集団

生活適応のための訓練を実施するほか，訪問先施設のスタッフに対し支援方法等の指導

等を行うサービスです。 

 

３ 放課後等デイサービス 

 

学校通学中の障がい児に対して，放課後や夏休み等の長期休暇中において，生活能力

向上のための訓練，創作的活動，作業活動，地域交流の機会の提供，余暇の提供等をす

ることにより，学校教育と相まって障がい児の自立を促進するとともに，放課後等の居

場所づくりを推進するサービスです。 

 

【事業内容】 

○ 放課後等デイサービス（就学児以上が対象） 
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４ 障がい児相談支援 

 

障がい児の自立した生活を支え，障がい児の抱える課題の解決や適切なサービス利用

に向けて，ケアマネジメントによりきめ細かく支援するため，障がい児通所支援を利用

するすべての障がい児に対し，障がい児支援利用計画を作成するサービスです。 

なお，障がい児の居宅介護等の居宅サービスについては，障害者自立支援法に基づき，

指定特定相談支援事業所がサービス等利用計画を作成することとなり，また，入所サー

ビスについては，児童相談所が専門的な判断を行うため，障がい児支援利用計画の作成

対象外となります。 

 

【事業内容】 

○ 障がい児相談支援（障がい児支援利用計画の作成） 
 
 
 

参考 児童デイサービスの実績 
 

第２期（実績） 
区   分 

平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

（人/月） 79 103 106

児童デイサービス 

（人日/月） 315 386 463

※平成２３年度の実績は平成２３年９月実績 

 


